
 

１４.雇用保険料の事業主負担分について 

 

①感染の長期化による雇用保険料率引き上げ等に対する考え方 

 

雇用保険料率の引き上げについて、全産業で「雇用保険料率の引き上げは、負担増であ

り、反対」５０．７％が最も多く、以下「雇用保険料の引き上げは負担増であるが、やむ

を得ない」３４．６％、「分からない、不明」１２．４％と続いている。 

業種別では、製造業計５３．０％、非製造業計４８．３％でともに「雇用保険料率の引

き上げは、負担増であり、反対」が最も多くなっている。 

 

第 29図表 感染の長期化による雇用保険料率引き上げ等に対する考え方 
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②雇用への影響 

 

雇用保険料率の引き上げについて、全産業で「従業員数、雇用形態、賃金等への影響は

ない」６３．３％が最も多く、以下「従業員数は変えないが、雇用保険料が不要な雇用形

態へ転換」１５．３％、「賃金等の削減を検討する」１２．３％と続いている。 

業種別では、製造業計６０．６％、非製造業計６６．４％でともに「従業員数、雇用形

態、賃金等への影響はない」が最も多くなっている。 

 

第 30図表 雇用への影響 
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